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Ⅳ 応募書類様式 
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様式第１号 

 

文 書 番 号 

   年  月  日 

 

佐賀県知事 ○ ○ ○ ○ 様 

 

住  所 

名  称 （補助事業者名） 

代表者名               

 

 

   令和８年度佐賀県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業の公募に係る書類の 

 提出について 

 

 

  年度佐賀県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業について、下記の書類

を添えて応募いたします。 

 

記 

 

 

１． 

２．  

３．  

４． 

５．  
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様式第２号 

 

 

応 募 者 概 要 

 

１ 応募者概要 

団体名称  

所在地 〒 

 

設立年月日  

資本金  

従業員数  

実施部署名  

担当者名  

電話  

ＦＡＸ  

メールアドレス  

 

２ 実施体制 

 

３．過去（3年間）の国の補助金を受給者へ交付する事業又は相当する事業の実績 

年度 事業名称 
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様式第３号 

 

佐賀県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業実施計画書 

 

・国及び県の交付要綱等を熟読の上、下記の項目を記載してください。 

・ページ数の制限は特にありません。 

 

１ 交付対象地域 

 

 

２ 対象事業者 ※交付要綱等に基づき補助要件を記載 

（１）新規申請するための交付要件 

 

（２）特例給付金交付要件 

 

（３）特例増設を申請するための交付要件 

 

３ 補助金額 ※県要領等に基づき記載 

（１）電力給付金の算定方法 

 

（２）特例給付金の算定方法 

 

（３）交付限度額の算定方法 

 

４ 交付時期及び交付方法 

 

 

５ 個人情報の管理 

 ・個人情報の管理について記載 

 （個人情報の取扱いを定めた規定があれば添付すること） 

６ 年間業務スケジュール 

 ・年間の業務内容を記載したスケジュール表を作成 

 ・様式は任意 

７ その他 

 ・上述以外で、事業を行う上で有利な事項等があれば記載 
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様式第４号 

 

佐賀県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業収支計画書 

 

１．収入 

区分 予算額（円） 内 容 

 

県補助金 

 原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費

補助金（事業費）                               

                  円 

一般事務費             円 

一般管理費             円 

自己資金   

その他   

合 計   

 

２．支出 

・佐賀県原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業費補助金 

区分 内容 予算額（円） 積算内訳 

事業費   別添のとおり 

 

・一般事務費 

区分 内容 予算額（円） 積算内訳 

人件費    

印刷製本費    

旅費    

通信運搬費    

消耗品費    

賃借料    

雑費    

合 計    

 

・一般管理費 

区分 予算額（円） 一般事務費に対する割合（％） 

一般管理費   
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別紙 

誓約書 

 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記の事項について誓約

します。なお、県が必要な場合には、佐賀県警察本部に照会することについて承諾しま

す。また、照会で確認された情報は、今後、当社が県と行う他の契約等における身分確

認に利用することに同意します。 

 

記 

 

１ 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者ではありません。 

（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第

77号）第２条第 2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２） 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第 6 号に

規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３） 暴力団員でなくなった日から 5年を経過しない者 

（４） 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与え

る目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

（５） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等直接

的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

（６） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（７） 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

２ １の（２）から（７）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人そ

の他の団体又は個人ではありません。 

 

年  月  日 

［法人、団体にあっては事務所所在地］ 

    〒 

住所                         

［法人、団体にあたっては法人・団体名、代表者名］ 

    （ふりがな） 

氏名                            

生年月日 （明治・対象・昭和・平成）  年   月   日 

【記入上の注意点】 

・本誓約書を片面印刷し、「氏名欄を自署」（氏名欄以外は印刷でも可）又は「使用されているソフトウェ
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アで必要情報を記入し印刷後押印」してください。 

別紙２ 

役員名簿（記載例） 

氏名カナ 氏名漢字 
生年月日 

性別 会社名 役職名 
和暦 年 月 日 

ｸﾝﾚﾝ ｼﾞｯｼ 訓練 実施 S 30 03 04 M 株式会社訓練 代表取締役社長 

ﾄｳﾎｸ ｲﾁﾛｳ 東北 一郎 S 40 01 01 M 株式会社訓練 常務取締役 

ｶﾝｻｲ ﾊﾅｺ 関西 花子 S 45 12 24 F 株式会社訓練 取締役営業本部長 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 

（注）役員名簿については、氏名カナ（半角、姓と名の間も半角で１マス空け）、氏名

漢字（全角、姓と名の間も全角で１マス空け）、生年月日（半角で大正は T、昭和

は S、平成は H、数字は２桁半角）、性別（半角で男性は M、女性は F）、会社名及び

役職名を記載する。（上記記載例参照）。 

また、外国人については、氏名欄にはアルファベットを、氏名カナ欄は当該アル

ファベットのカナ読みを記載すること。 

 


